







Ⅴ お わ り に









































立教法学 第 86 号（2012)
298（47）
"）防衛省防衛研究所編『東アジア戦略概観』2010年，114-118 頁。
#）대표적인 연구논문 및 보고서로는 정태욱，“주한 유엔군사령부(UNC)의 법적 성격”，민주주
의법학연구회편，『민주법학』(제 34 호，2007 년)，pp. 197-227; 김선표，“한반도 평화체제 구
축과 유엔사문제에 대한 소고”，서울국제법연구원편，『서울국제법연구』(제 12 권 2 호，2005
년)，pp. 85-105; 정철호，“전시작통권 전환 이후 유엔군사령부의 위상과 역할”，세종연구소
편，『세종정책연구』(제 6 권 2 호，2010 년)，pp. 197-239; Won il, Jung, “The Future of the
United Nations Command in the Republic of Korea”, US Army War College Strategy Research
Project, 2004; 이명철 / 엄태암 / 차두현,『안보상황 변화가 유엔사 역할에 미치는 영향분석』


















国連軍司令部は 1950 年 6 月，北朝鮮の韓国侵略に対する国連の対抗措置と
して創設されたものであり，韓国の安全を回復するための国際的な軍事組織で
ある。具体的に国連軍司令部は 1950年 6月 25 日の北朝鮮の韓国侵略を，平和
に対する破壊行為として規定した国連安全保障理事会の決議（UN Security
Council Resolution）第 2 号（Code: S/1501）と，続いて 6 月 27 日に国連加盟国
に対して北朝鮮の武力攻撃を撃退し，国際平和と安全を回復するための対韓国
支援を勧告した安保理決議第 3 号（S/1511）に依拠して創設された。国連軍司






$）대표적인 연구로는，Won Gon Park, “The United Nations Command in Korea: past, present,
and future”, The Korean Journal of Defense Analysis, Vol. 21, No. 4, December 2009, pp. 485-499;
김창수 / 송화섭외，『한미일 안보군사협력과 한국의 정책방향』(한국국방연구원 연구보고서，
2011년)이 있다.
一方，日米両国は 1950 年 9 月 15 日，「吉田・アチソン（Dean G. Acheson）
交換公文」を通じて韓国内の国連軍の活動を支援するために日本政府が施設及
び役務を提供することに合意した。続いて 1954年 2月 19日には国連と日本政
府間で「国連軍地位協定（SOFA: Status of Forces Agreement）」が締結され，国
連軍司令部は日本国内の国連軍司令部の基地を日本政府の事前承認がない場合













鮮半島の平和と安全を回復するための措置をとり，第二に 1953年 7月 27日に
締結された停戦協定の履行を監督して違反事項を是正する責任と，停戦協定第
1 条 10 項に基づき非武装地帯の統制権を持つようになった。第三に国連軍司
令部（韓国内で活動する国連軍）は「吉田・アチソン交換公文」と「国連軍地位
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6）이명철 / 차두현 / 김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 17-18; 대한민국 국방
부，『2009 년 남북군사회담 자료집』pp. 14-18; 김선표，“한반도 평화체제 구축과 유엔사문제에
대한 소고”，pp. 96-97; 정태욱，“주한 유엔군사령부(UNC)의 법적 성격”，pp. 200-203; Won
GonPark, “The United Nations Command in Korea: past, present, and future”, pp. 486-488.
7）「国連軍地位協定（日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協定）」東京大学東洋文化
研究所・田中明彦研究室データベース『世界と日本』（http: //www. ioc. utokyo. ac. jp/
~worldjpn/documents/texts/JPUS/19540219.Y1J.html）。
8）国連軍司令部体制はその傘下に軍事停戦委員会（Military Armistice Commission：MAC），
中立国監督委員会（Neutral Nations Supervisory Commission：NNSC），共同警備区域（Joint
Security Area：JSA）警備大隊，国連軍司令部儀仗隊，国連軍司令部会員国連絡将校団（UNC
Member States Liaison Officers Corps：LNOC)と，日本にある国連軍司令部後方指揮所（UNC
Rear Command）を置いている。






























10）정철호，“전시작통권 전환 이후 유엔군사령부의 위상과 역할”，pp. 199-202; 박원곤，“유엔사
의 역할 평가,” 『동북아 안보정세 분석』(한국국방연구원，2007.7.30)，p. 1.
11）이동준，“1960 년 미일 한국밀약의 성립과 전개”，외교안보연구원편『외교안보연구』(제 6



























関与名分が急速に形骸化した。特に中国が 1971 年 10月に国連に復帰したこと
を受け，「国連の権威」の下で展開されていた米国の朝鮮半島政策は根本的な
問題に直面した。第二に，1972 年の「7・4 南北共同声明」の発表に象徴され
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12）倉田秀也「日米韓安保形態の起源──『韓国条項』前史の解釈的再検討」日韓歴史共同研究




北朝鮮は国連軍司令部などのいわゆる「国連の帽子（UN cap or UN helmet）」
の解体を執拗に要求するようになった13)。
第三に，朝鮮半島問題に対する国連の「政治的介入（political presence）」を
象徴していた国連韓国統一復興委員会（United Nations Commission on Unifica-
tion and Rehabilitation of Korea: UNCURK，以下「韓国委員会」）が 1973 年 11 月





















13）이동준，“1960 년 미일 한국밀약의 성립과 전개”，pp. 156-157; Won il, Jung,“The Future of
the United Nations Command in the Republic of Korea”, p. 8.
14）Ibid.; 서주석，“한반도 정전체제와 유엔군사령부”，청명문화재단편，『통일시론』(통권 9 호，
2001)，pp. 108-109.
15）이상철，“한반도 정전체제와 UNC 위상”，Gaury Cyber Study Community(http://blog.naver.
com/uuuau/40008503790, 2012년 4월 10일접속).
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17）이명철 / 차두현 /김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 77-78.
18）정철호，“전시작통권 전환 이후 유엔군사령부의 위상과 역할”，pp. 232-234; Won GonPark,
“The United Nations Command in Korea: past, present, and future”, pp. 494-495.














米韓両国は 2010年 6月 26 日，米韓連合司令部が行使してきた韓国軍に対す
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21）정철호，“전시작통권 전환 이후 유엔군사령부의 위상과 역할”，pp. 217-220; 이명철 / 차두현
/김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 58-59.
22）“서울 외신기자클럽 기자회견(질의응답 포함)”，United States Forces Korea(http://www.
goodneighbor.or.kr/content.php?mode = view&c_idx = c0009&c_type = 02&b_idx = b1682&no





















23）이명철 / 차두현 /김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 58-59.






























評価される時があった。しかし日米両国は 1996年 4 月 17日，冷戦の終焉後も
日米同盟は東アジアの平和と安定のために必要であるという認識の下で，「日
米安全保障共同宣言── 21 世紀に向けての同盟」を発表し，同盟関係を再定
義した。また 1997 年 9 月に両国は「日米防衛協力のための指針」を策定して







力して 2003年 2 月より在日米軍を再編するための交渉を開始した29)。
日米両国は在日米軍を再編するため，2005 年 2 月 19 日に「日米安全保障協
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27）Ibid., pp. 65-68.
28）Appendix: = U.S.-Japan Joint Declaration on Security,= inMikeM.Mochizuki ed., Toward a
True Alliance, (Brookings Institution Press: Washington, D.C., 1997), pp. 203-204； 藤重博美
「『アーミテージ報告』から読み解く日米同盟」日本国際問題研究所『コラム』2007 年 4 月 4 日
（http://www.jiia.or.jp/column/200704/04-fujishige_hiromi.html，2011 年 12 月 20 日アクセス);
이명철 /차두현 /김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 65-68.
29）이명철 / 차두현 /김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 65-68.
議委員会（2 + 2）」を設置して交渉を進め，同年 10 月 29 日に中間報告書（「日


































に未明に搬入”,『読売新聞』2011 年 12月 28日)。
サイル脅威など不安定な東アジアの安全保障環境を考慮し，日米同盟に加えて
韓国との安全保障面の協力について高い関心を示している。
























立教法学 第 86 号（2012)
286（59）
34）｢平成 23 年度以降に係る防衛計画の大綱(2010.12.27)｣(http://www. mod.go.jp/j/approach/
agenda/guideline/2011/taikou.html)。
35）原文は，“Strengthen trilateral security and defense cooperation with both Australia and the
Republic of Korea”(“豪州及び韓国のそれぞれとの間で，三ヶ国間の安全保障及び防衛協力を強
化する”)である。































37）국방부 / 외교부,“조순형 국정질문서(“전시 작전통제권 단독행사에 따른 유엔군사령부의 존
속，역할 및 기능 등에 관한 질문”，2007.2.22)에 대한 답변서”，2007 년(정철호，“전시 작통
권 전환 이후 유엔군사령부의 위상과 역할”，pp. 222-223에서 재인용).





























安全保障協力の必要性を強調している。2010 年 12 月9日に行われた韓国の韓民求・合同参謀
本部議長との共同記者会見においてマレン議長は，北朝鮮の脅威に直面している状況を考慮し
て韓国，米国，そして日本は団結しなければならず，そういう点で米韓連合軍事訓練への日本




思にかかっていると力説した（“Trilateral Cooperation Best Response the North Korea”(www.





民主党政権は 2010 年 3 月 9 日，今後の日米同盟関係に影響を及ぼしかねな
い両国間の「密約」問題に関する調査結果を発表した42)。密約問題は 2009 年


















41）이명철 / 차두현 / 김두승,『유엔사 후방기지의 의미와 활용방안』，pp. 69-70; Won il, Jung,





43）「密約問題に関する調査命令」岡田外務大臣会見記録（平成 21 年:月 17 日）（http://www.
mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/g_0909.html#8-B)。
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46）김두승，“미일동맹관계와 한국의 안보: ʻ밀약문제ʼ를 중심으로”，한일군사문화학회편，『한일
군사문화연구』(제 10 집，2010.10)，p. 35；千々和泰明「日米『密約』有識者委員会報告書を






安全保障協議委員会のための議事録(1960.1.6 Minutes for Inclusion in the Record of the First
















































ぐって決着がつけられることはなかったが，「朝鮮議事録」は 1997 年 9 月に策
定された「日米防衛協力のための指針」などにより日米同盟関係が緊密化され
たことによって，事実上その有効性が消滅したと評価している51)。
米韓両国は，周知の通り 2007 年 2 月の米韓国防長官会談において 2012 年 4
月 17 日をもって米韓連合司令部を解体し，新たな指揮関係（「韓国主導―米国















































52）이수형，“한반도 평화체제와 한미동맹: 동북아 평화체제와의 구조적 연계성”，서울대학교 통
일평화연구소편，『통일과 평화』(제 2호，2009)，pp. 53-54.
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し，2011 年 3 月の東日本大震災の発生を契機にして，韓国国内において緊密
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56）“김관진국방，한일군사동맹，점진적으로 추진하겠다”，『VIEWS ＆ NEWS』，2011 년 4 월 7
일; “김국방，한미일 3 각동맹체제 생각 안해”，『연합뉴스』，2011 년 7 월 20 일(김창수 / 송화
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